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11.65%

5.93%

82.42%

【
資
産
】

公共資産 ４５０億３，３６７万円

市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ４５０億１，５９６万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ６３億６，４１０万円

必要時に使用できる基金や市税

などの未収金

財政調整基金 ９億６，５８０万円

減債基金 ３５億５，３１９万円

歳計現金 １１億０，８６４万円

未収金等 ７億３，６４７万円

投資等 ３２億４，０９８万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 １１億１，１６１万円

基金等 ２０億７，８０５万円

長期延滞債権等 ５，１３２万円

48.02%

7.38%

44.60%

【
負
債
・
純
資
産
】

純資産 ２６２億３，７７６万円

保有する財産のうちこれまでに市民

が負担した税金や国・県の補助金な

ど

固定負債 ２４３億６，８９４万円

地方債 ２２０億４，２６３万円

退職手当引当金 ２１億９，７８３万円

など

純
資
産

貸借対照表とは…

市がどのような財産を持ち、その財産を所有するためにかかった費用を表したも

のです。

そのため、 「資産」＝「負債」＋「純資産」 という関係式が成り立ちます。

負
債

11.61%

6.18%

82.21%

【
資
産
】

投資等 ３２億４，７８４万円

関係団体への出資金や基金の額、

市税等の債権

貸付金 １１億１，３５７万円

基金等 ２０億７，４０７万円

長期延滞債権等 ６，０２０万円

資産合計

５４６億３，８７５万円
負債・純資産合計

５４６億３，８７５万円

負債・純資産合計

５２５億３，８４３万円

45.93%

6.35%

47.72%

【
負
債
・
純
資
産
】

上記貸借対照表によると、資産では庁舎や学校などの公共資産が８０％以上を占め、負債・純資産では負債が５２％、
純資産が４８％程度であり、資産合計が前年度と比べ約２１億円増えていることがわかります。公共資産が前年度と
比べ約１８億４千万円の増となっておりますが、復興に係る公共事業の増や災害公営住宅建設事業が主な要因となっ
ております。また、財政調整基金では約５千万円、減債基金では約６億６千万円の積み立てを行い、復興事業や後年
の起債償還の財源確保に努めました。負債では、災害復旧事業における地方債発行の減により、地方債が約５億５千
万円の減となり、固定負債全体でも約７億円の減となっています。
人吉市では、上記の表にあるように有形固定資産が全体の８０％以上を占め、公共施設の老朽化による改修や維持
については大きな費用が必要となり、今後の課題でもあります。また、扶助費などの義務的経費の増、物価高騰によ
る光熱水費などの物件費の増に加え、特に復興事業においては市単独での多額の財政負担が懸念されます。公共施設
の改修等はその施設の統廃合も含めた今後の活用を十分に検討し、財源である地方債も交付税措置が７０％の過疎対
策事業債をうまく活用しながら計画的に行い、さらに既存事業の効率化・縮小による経常的な経費の抑制に向けた取
り組みを行っていきます。

資産合計

５２５億３，８４３万

固定負債 ２５０億７，０４６万

円

地方債 ２２５億８，９８２万

円

退職手当引当金 ２３億５，２１６万円

など

純資産 ２４１億３，１３０万円

保有する財産のうちこれまでに市民

が負担した税金や国・県の補助金な

ど

流動負債 ４０億３，２０５万円

一年以内に支払わなければなら

ないもの

翌年度償還予定地方債

３４億５，２２８万円

賞与引当金 ２億２，３６０万円

など

公共資産 ４３１億９，１８６万円

市が公共サービスを提供する

ために所有する施設設備など

有形固定資産 ４３１億９，１８６万円

（庁舎、学校、市営住宅、土地、

道路、橋梁、その他の施設など）

流動資産 ６０億９，８７３万円

必要時に使用できる基金や市税

などの未収金

財政調整基金 ９億５，５３７万円

減債基金 ２８億８，９０４万円

歳計現金 １３億６，９２５万円

未収金等 ８億８，５０７万円

流動負債 ３３億３，６６７万円
一年以内に支払わなければなら

ないもの

翌年度償還予定地方債

２７億６，７０９万円

賞与引当金 ２億１，３４０万円

など



　＊人吉市の貸借対照表を１世帯（４人家族）に換算すると…

 資産総額　７４７万円 　 負債・純資産総額　７４７万円

令和６年３月３１日時点人口
２９，８２４人

住宅ローン、借金など

３３３万円

＝「固定負債」

来年支払予定のロー

ン等の返済

５５万円これまでに家族が支払った額

や市の補助金などで支払った

額

３５９万円

負
債

純
資
産

【
資

産

】

５２５億３，８４３万円５２５億３，８４３万

令和７年３月３１日時点の住民基本台帳人

口（２９，２５８人）で１人当たりに換算した額

をもとに算出しました。

令和６年度は前年度と比較すると総額で４２万円の増となっており、保有する資産の増加
や人口減少により一人あたりの資産が３７万円増えたことが主な要因です。
また、ローン返済等の負債は３万円減っているため、ローンや借金が多少減っていること

がわかりますが、新たな資産の購入等へ回せる余裕はなく、少しでも現金預金を増やすよう
節約が必要な状況です。また、資金調達のために借金をするとしても来年度の支払いなども
含めて将来を見据えた計画が必要といえます。

資産総額 ７０５万円

【
資

産

】

負債・純資産総額 ７０５万円

住宅ローン、借金など

３３６万円

＝「固定負債」

来年支払予定のローン

等の返済

４５万円

＝「流動負債」
これまでに家族が支払った額

や市の補助金などで支払っ

た額

３２４万円

＝「純資産」

【
負
債
・
純
資
産

】

住宅、土地、自家用車な

どの資産等

５７９万円

＝「公共資産」

株式などの投資や学

資積立金

４４万円

＝「投資等」

現金、預貯金、定期

預金など

８２万円

＝「流動資産」

住宅、土地、自家用車

などの資産等

６１６万円

＝「公共資産」

株式などの投資や学

資積立金

４４万円

＝「投資等」

現金、預貯金、定期

預金など

８７万円

＝「流動資産」

【
負
債
・
純
資
産

】



期首（５年度末）資金残高

１３億７千万円

当期収支 △２億６千万円

【内訳】

　業務活動収支 １８億８千万円

　投資活動収支 △２２億８千万円

　財務活動収支 １億４千万円

期末（６年度末）資金残高

１１億１千万円

資金収支計算書

令和６年４月１日～令和７年３月３１日

５４６億４千万円 ２８４億円

【負債内訳】

固定負債 ２４３億７千万円

【資産内訳】 　１年を超えて支払う必要がある債務

公共資産 ４５０億３千万円 流動負債 ４０億３千万円

　道路、橋、公園、学校、庁舎など 　１年以内に支払う必要がある債務

２６２億４千万円

投資等 ３２億４千万円

　基金、出資金、長期延滞債権など

流動資産 ６３億７千万円

　現金・預金、財政調整基金、

　市税等未収金など

　【流動資産おもな内訳】

　　資金残高 １１億１千万円

　　未収金 ７億５千万円

貸借対照表

令和７年３月３１日現在

市が所有している財産の内容と金額
です。行政サービスの提供能力を表
しています。

借入金（市債）や将来の職員の退職金
など、将来世代の負担で返済していく
債務です。

資産

現世代が既に負担して、支払いが
済んでいる正味の資産です。

貸方

負債

純資産

借方

期首（５年度末）純資産残高

２４１億３千万円

当期変動高 ２１億１千万円

【内訳】

　純行政コスト △１４８億６千万円

　財源（税収等・国県等補助金） １９３億１千万円

　その他の変動 △２３億４千万円

期末（６年度末）純資産残高

２６２億４千万円

純資産変動計算書

令和６年４月１日～令和７年３月３１日

「貸借対照表」とは、市民の皆様が利用する市の

施設（財産）、市の保有する現金や債権、資産形成

のために投資された資金などが、どのくらいあるのか
示したもので、資産・負債・純資産の三つの要素から

構成されています。

市民1人当たりの資産は、１８６万８千円です。

市民1人当たりの負債は、 ９７万１千円です。

(R7.3.31住民基本台帳人口：29,258人)

「純資産変動計算書」は、市の純資産（正味

の資産）がどのように増減したかを示します。

市が保有する資産のうち、現役世代で負担
しているものが約４8％、将来世代への負担と

なっているもの（負債）が約５2％ということを表

しています。

市が保有する資産の中には、将来にわたり

サービスを供給するもの（道路など）が多数あり

ますので、現役世代と将来世代のバランスを

見るうえで役に立つ財務書類といえます。

１ 人吉市の一般会計等財務書類（令和６年度） 概要版

一般会計
人吉球磨地域交通体系整備特別会計
公共用地先行取得事業特別会計

一般会計等財務書類

経常行政コスト・・・①

１５５億３千万円

【内訳】

　人にかかるコスト ３４億４千万円
　　職員の給与・退職手当など

　物にかかるコスト ３０億２千万円
　　物品購入、光熱水費、施設
　　の修繕費、減価償却費等

　移転支出的なコスト ８７億６千万円
　　児童手当や生活保護などの
　　社会保障給付、各種団体への
　　補助金、繰出金など

　その他のコスト ３億１千万円
　　地方債の利子など

経常収益・・・②

１２億円

純経常行政コスト（①-②）・・・Ａ

１４３億３千万円

臨時損益・・・Ｂ

５億３千万円

純行政コスト（Ａ+Ｂ）

１４８億６千万円

令和６年４月１日～令和７年３月３１日

　災害復旧事業費や資産

  売却損益など

　行政サービスを利用すること

　で直接負担する施設使用料

　や手数料など

行政コスト計算書

市の行政活動は、福祉や教育などでの人

的サービスや給付サービスの提供などの行

政サービスが大きな比重を占めています。
そのためのコスト（原価・費用）がいくら掛

かっているかを整理したものが「行政コスト計

算書」です。行政サービスのコスト管理を図

るうえで役に立つ財務書類といえます。

１年間のコスト総額は１５５億３千万円で、

市民1人当たり５３万円となっています。

1年間の市の現金の収入（歳入）と支出（歳出）がどの

ような理由で増減しているかを活動別に区分し整理した

ものが「資金収支計算書」です。
業務活動収支では、行政サービスを行う中での継続

的な収支を示しており、災害復旧事業が減少したため、

業務活動収支はプラスとなりました。

投資活動収支では、公共施設の整備や投資・貸付金

などの収支を示しており、基金の取り崩しも含まれますが、

復興に係る公共施設等整備費の増加や、くま川鉄道の

災害復旧事業に係る貸付金１０億円が影響し、投資活
動としてはマイナスとなっています。

財務活動収支では、主に地方債の借入や償還を示し、

地方債の発行が償還を上回り、プラスとなっています。


